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2 0 2 5 年 ７ 月 ２ 日 

東日本旅客鉄道株式会社  

 

新グループ経営ビジョン「勇翔 2034」に関する説明会 主な Q&A 

 

※ 当日の質疑応答をそのまま書き起こしたものではなく、当社の判断で簡潔にまとめたものであることを

ご了承ください。  

 

[ビジョン全般] 

Q： 新グループ経営ビジョン「勇翔 2034」のポイントは。 

A： 「勇翔 2034」においても変わらずに持ち続ける考え方が 3 点ある。それは、生活ソリューションを含む

当社グループのすべてのビジネスにおいて「究極の安全」を追求すること、グループ社員一人ひとり

が主役であること、技術の力を高めることで収益力を向上させ技術サービス産業をめざすことである。 

「勇翔 2034」では、サステナブルな成長をめざすモビリティと、成長事業と位置付ける生活ソリューシ

ョンの二軸経営を推進するとともに、Suica を生活のデバイスへと進化させることで、当社グループな

らではのシナジーを発揮する。「変革 2027」で築き上げてきた成長路線を、非連続な成長も実現さ

せながらさらにステージアップしていく。これらを通じて「当たり前」を超え、LX（ライフスタイル・トラン

スフォーメーション）を創造し、すべての人の心豊かな生活を実現する。 

 

Q： 「勇翔 2034」の実現に向けて、グループ社員一人ひとりがどのように経営へ参画していくのか。 

A： 「勇翔 2034」を推進するため、2026 年 4 月に人事・賃金制度改正、2026 年 7 月に組織再編を実施

し、国鉄以来続いてきた組織と働き方を変える。現行の本社、本部・支社、現業機関の 3 層構造か

ら、本社と事業本部の 2 層構造へと組織の階層を減らすことで、施策のスピードアップや社員の発意

の具現化に繋げ、各地域のマーケットやご利用状況に応じた課題を解決できるようにする。また、全

社の数値計画を、よりきめ細やかに 36 の事業本部に割り当てることで、社員のチャレンジの成果を数

値で見える化しやすくなる。そのチャレンジに対しては、従来の画一的な定期昇給前提の制度ではな

く、社員一人ひとりのチャレンジを評価する新たな人事・賃金制度によって応えていく。新規事業創造

プログラムも活用しつつ、グループ社員の「起業家精神」を高め、「当たり前」を超えるチャレンジが生

まれる風土を作っていく。 

 

[数値目標] 

Q： 数値目標策定にあたっての事業環境の前提は。 

A： 国内のマーケットは、人口減少や少子高齢化に伴い人口構造が変化する一方、シルバー層の拡大

により新たなマーケットが拡大すると考えている。なお、コロナ禍を経てライフスタイルが変化したた

め、鉄道の定期券のご利用（※）はコロナ前の 9 割程度までしか戻らないと見込んでいる。 

インフレは、2031 年度には 2024 年度比で 10％程度進むと想定している。また、インフレに加えて労

働力確保の観点も踏まえ、人件費、物件費ともに 2027 年度までは+2％程度/年、2028 年度以降は

+1％程度/年を織り込んでいる。 

（※）運輸収入に占める定期収入の割合（2018 年度実績）：25％程度 
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Q： 2031 年度の営業収益・営業利益の計画をどのように達成するのか。 

A： 二軸経営の推進による各ビジネスのさらなる成長を見込んでいる。特に、不動産ファンドの資産運用

規模 1 兆円規模への拡大や事業用地の集約による資産流動化の加速など、不動産事業をさらに成

長させる。不動産販売の規模については、2027 年度まで 500～600 億円/年の収益規模で計画して

いる一方、2028 年度以降は JR 東日本不動産㈱による物件取得の効果も発現させることで一層拡大

することができると考えている。加えて、2031 年度の営業収益 4 兆円超には、M&A による 5,000 億円

程度を織り込んでおり、そのうち 2028 年度以降に 3,000 億円程度を計画する。営業利益において

も、生活ソリューションの増収が増益に大きく寄与する。 

 

Q： モビリティの利益成長のドライバーは。 

A： 営業収益では、運賃改定により 820 億円/年の増収を織り込むとともに、インバウンドを 2024 年度比

450 億円伸ばす。さらに、輸送力の増強や東北地方への誘客強化により、インバウンドを含むご利用

をさらに上積みできると考えている。 

   コスト面ではインフレ影響に加え、新たな人事・賃金制度の導入に伴う人件費の増加も想定している

ものの、長編成ワンマン運転の導入によるオペレーションの効率化等の構造改革も進め、利益成長

に努めていく。 

 

Q： 2034 年度までに、鉄道運賃・料金制度のさらなる見直しの議論が進捗する見込みはあるか。また、そ

れらの制度改正をビジョンにも織り込んでいるか。 

A： 他の交通と比べた際に、鉄道事業にのみ総括原価方式のような制約があることは非合理的であり、国

土交通省でも検討課題とされている。また、新幹線自由席特急料金の届出制化については、当社か

ら国土交通省に申し入れをしており、柔軟な鉄道運賃・料金制度の実現に向けて働きかけを継続し

ていく。なお、「勇翔 2034」の数値目標には、現在認可申請中の運賃改定は織り込んでいるものの、

さらなる制度の見直しまでは現時点で織り込んでおらず、実現した場合には収益・利益のアップサイ

ド要因になると考えている。 

 

Q： 数値目標の達成に向けて、コングロマリット・プレミアムをどのように生み出していくのか。 

A： 生活ソリューションのビジネスを中心に、Suica を「生活のデバイス」に進化させることによるリフトアップ

効果や Suica 等のデータを活用した広告ビジネスの成長により、2031 年度営業利益+200 億円程度

（2024 年度比）を見込んでいる。モビリティにおいても、乗車スタイルの変革や Suica Renaissance の

実現による将来的なオペレーションコスト削減▲100～150 億円/年に加え、出改札機器の削減等で

生み出したスペースでの増収に向けた施策も進めていく。 

   また、TAKANAWA GATEWAY CITY では、新駅設置後にまちづくりを進めたことで、周辺地域の

1.4 倍の賃料を得ることができている。このようなまちづくりは、当社グループが鉄道事業を有している

からこそ可能なビジネスモデルであり、まちづくりが鉄道事業のご利用増加にも繋がっていく。 

 

Q： M&A のターゲットは。 

A： EC、物流、不動産・ホテル、テクノロジーといった、当社グループのビジネスとのシナジーを発揮でき

る領域を想定している。 
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Q： 2031 年度 ROA5％以上をどのように達成するか。 

A： モビリティでは、運賃改定やインバウンド需要の取り込みを通じてトップラインを伸ばす。また、今後も

安全投資等を継続する一方、資産の有効活用やスリム化を進め、3％を上回る ROA をめざす。 

   生活ソリューションでは、賃貸等不動産の含み益顕在化や社有地開発の推進により、総資産回転率

も高める。2028 年度以降、それらの取組みを加速し回転率を高めることで、ROA 向上に繋げる。 

 

Q： KGI（長期的な経営目標）として、「2031 年度 ROE10％以上」を設定した考え方の背景は。 

A： 多くの資産を保有している当社グループの特性を踏まえ、ROA 向上により ROE を向上させることを

めざしている。そのため、収益性を向上させるとともに、資産の有効活用を進める。ROE10％は最低

限めざすべき水準と考えており、10％を上回っていくことをめざす。 

 

[キャッシュ・アロケーション] 

Q： 成長資金の内訳とハードルレートの考え方は。また、インフレ影響があるなか、成長投資によって現

在よりも高い利回りを確保できるのか。 

A： 成長資金約 3.1 兆円のうち、モビリティで約 0.5 兆円、生活ソリューションで約 2.6 兆円を想定してい

る。ハードルレートの考え方は、従来から変更はない。 

利回りについて、例えば、広域品川圏など当社グループが戦略エリアと位置付けるエリアの不動産へ

の再投資では、従来よりも高い利回りを確保することができている。今後もインフレ影響を踏まえなが

ら、利回りを勘案して進めていく。 

 

[株主還元] 

Q： 「勇翔 2034」における株主還元方針は。 

A： これまで成長投資に多くのキャッシュを振り向けてきたが、2026 年度以降はフリー・キャッシュ・フロー

がプラスに転じる見込みである。2027 年度に向けて段階的に配当性向を 40％に引き上げ、2028 年

度以降も 40％の水準を維持する。まずは、利益成長により現金での配当額を増加させることで、株主

還元を充実させる。さらに、利益水準の状況に応じて、柔軟に自己株式取得を実施する。 

 

[環境] 

Q： 今後、電力はどの程度を自前で調達するのか。また、送配電ビジネスを強化する可能性は。 

A： 現在、当社グループが事業運営で使用する電力のうち、約 20％を自社水力発電、約 40％を自社火

力発電で調達しており、今後も同水準を維持していく。水力発電は既にカーボン・フリーであるが、火

力発電でも LNG への置き換え、さらには水素混焼・専焼化を進め、カーボン・フリーをめざす。また、

省エネ性能の高い車両の導入等により、電力消費量の削減も継続して進める。送配電ビジネスの展

開については、引き続き検討する。 

 

Q： 不動産事業における脱炭素の方針は。 

A： 当社グループのオフィスにおいては、非化石証明の取得も含め、カーボン・フリーを実現している。ま

た、TAKANAWA GATEWAY CITY では THE LINKPILLAR Ⅱの地下にエネルギーセンターを設置

しており、まち全体でカーボン・フリーを実現していく。OIMACHI TRACKS 等の新規開発物件におい

ても同様の取組みを進めており、エネルギー・マネジメントを通じて環境負荷を低減させる。 

以上 


